
第 ２ 章　 企業　  69.9%の企業がインターネット利用に積極的

資料1-2-1-a　インターネット技術の利用状況（企業）

N=1,885
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資料1 -2-1-b　インターネット技術の利用状況 （従業員規模別）
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39.7%

1-2-1　 イ ンタ ーネット技 術の利用 状況

｢企業の インター ネット利川実態､凋介｣ で は3.981  "J fl所 に対

して質問票を郵送し、対象'Jt業所 の属する企11.885 社か らの1111

答を得ているｴ

社内の利川範囲の人小に関わらず、現在何らかの形でインター

ネット技術を利川している 企業は令体の58.７００を占め、昨年の

33.6％から人きく成長した、さらに実験中を含めると69.9り6となっ

た、

本調査の対象者の多くが企業の情 報システム、あるいは ネット

ワーク11い11のマ ネージャークラ スである、中小 企業の企業には社

内に情報システム11いliをおいていないことも多いため、これを考

慮すれば、 川本国内の企業令体の実状を見るためには、十.記の数

字より割り引いたものとして認識しなければならないだろう．

しかしながら、そうであったとしても川答企業の69.9％が イン

ト インターネット白書'98 ４６

ターネット技術の利川に積極的であるという結米は、今後のイン

ターネット関連巾場に人きな影響力を持つといわざるを得ない、

1-2-2 イ ン タ ーネットプロ バイダ ー選択理 由

プ ロ バイダー 選択理|||で 最 も多い のは 「料 金が安い から」

(39.7%) であ る。次いで ［ア クセ スポ イントが 多い］（23.2％）、

［運営iﾓ 体が人企業］(22.5%) 、「サポートがいいから」（21.８００）2

位以降のll 位は 接近している。

ll位2 位 までについてはコストや品質に関係する項 川であり、

佃人のプロバイダー選択理山と同様だが、 企業としてはサポート

や複数アカウントが持てる点、他のシステムの構築も幀めるとい

ったプロバイダーの総介的 なユ ーザー企業バックアップカを理山

として送んでいる。また、佃人ユーザーで も昨年に比較して急増

した「運営i 五体が人企業ﾑ とい う理山が3 位 に挙げ られている点



半数以上の企業がダイヤルアップで利用

資料1-2-3　 インターネットプロバイダ ーとの接続方法( 企業)

N=1,318

両方　2.4%

わからない　0.2 ％
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資料1-2-5　インターネットの利用歴（企業1997-1998 年）
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が今川の特徴ともいえる．これはプロバイダー参人企業が急増し　　1-2-4 通信速度

各プロバイダーのサービス内容の多様化が拡人:したこと、また、

昨年の人ｆサービスプロバイダーのサービス巾lllをはじめ、プロ

バイダーの淘汰がすでに始まっていることなどから、利川片にと

っても運営iﾓ体の安令性、1,浦t性を選択の基準にする姿勢が強ま

９たのだと祁察できる｡

1-2-3 イ ン ターネ ットプロ バイダーと の接続方 法

企叉における接続方法でも　･般 公衆1111線 に よるダイヤルアップ

が57｣ ％と卜｡流 になっている｡、引lj 川線 は約4 割 の粲裘が採川して

おり、W.Jljllll楾、･ 般 公衆川線の両方を利川している企業はわず

か2.4％である｡

インターネット白書‘98，インプレ ス

cAccess Media fnternational&lAJ,  1998
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企業におけ る通信 速度で 最も 多い のは 、「61kbpS 以 ド」 の

37.2‘‰である、 次いで同率で 「33.6kbps 」ミ ‾128kb】〕Ｓ」（それぞれ

2･1.1％）、「256kbpS 」（4.2％）となっている｡

こ こに 数八はないが、従業Ｈ規模別では当然ながら10,000 人以

llの 規模で「1.５ＭｂｐＳ未満」（10.000 人以ll の 規模のうち16.7 り。）

|‾1.5MbpS以ll ］し　18.8 叭､）の利JI片 が 高く、10,00｛｝人未満の規

模では33.6 ～128kbpS がiﾓ 流 となっ ている

1-2-5 インターネットの利用歴

インターネット利川歴で最も多いのは［2年末満］の26.5‰ 次

いで「3年未満」の19.1°｡と続く｡ 昨年最も多かった「1年未満」

４７ インターネット白書'98  4



第２章 企業　卜企業のウェブサイトは昨年の約1.7倍

資料1-2-6　社内での平均利用率（企業1997-1998 年）
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資料1-2-7　自社ウェブサイト（ホームページ）作成有無

（企業1997-1998 年) N=1,318
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S･インターネット白書'98 48

冂997 年ぶ〕｡2°。）は 今ヽ 乍17.6̈ 。と なっており、1 年 末満の 介計でも　　 クセ スプ 冂997 年48.7°･､､1998年37.1°。）を抜いて イントラネットの

27.7”､い1997 年79.2%)　となり、昨年と比較すればインターネット　　 利川が広範にわたっていることがわかるｰ

の 企業導人が･ 段 落したとみるのが£- "'iであ ろう｡　　　　　　　　　 また今年の2 位は「電ｆ メール_ で これは昨年 より8.3ポ イ ント

増加している、

1-2-6 社 内 で の平均利 用率　　　　　　　　　　　　　　　　　 僅麓の「エ クスエ クストラ ネット 」も今年初めての項川である

が、導人している 企業の38.９００で利川されていることになる、

インターネットの利川内容をその機能面から見て、利|lj対 象と

なる従剔i 数 令体を10（癶 とし た場合の現 在のず均利JI廿叫 を聞　　1-2-7 企 業 ウェブ サイト （ホームペ ージ）作 成有無

いた

最も多いのは、 今川初めて闘いた「 イントラ ネット」の51.7 Ｏ゚　　　現在I'l ftの ウェブサ イト（ホームペ ージ）を「作1戉している」

である　 イントラネットの構築有無については後で述べるが、す　　 金業はインターネット利Jlj企 業 令体の61.８００に もllる 、昨年と比

でに構築済みの企業が27.6‘’。であり、イントラネット導人企業に　　 べると約1.7倍に 増加してお り、昨年 〕町明されたとおり着実に作

おいてこれを利川で きる従業Ｈの平均51.7¨･､が 現 在利川中という　　 成企業が川えている

ことである］111年の イントラネット エ クストラ ネット 分散型情　　　 すでに作成している企業が川 加した分、ウェブサイト（ホーム

恨捉供システムを含まないず均利川率で|･ ツプたったwww ア　　 ページ）作成を［計11111中］（22.2％）の 企業は当然昨年より減少し



ウェブの内容は企業案内が中心

資料1-2-8-a　自社ウェブサイトによる情報発信内容　現在・今後 （企業) 1997 年N=273
0.0

1００

９０

８０

７０

６０

5 ０

４０

３ ０

２ ０

1 ０

０

／ イ　　 人　　 ア 裂　 販 恥卵　 な　 押　 莠 蒿

斜 ・　 ケ　 岼

ノ　　　　　 ノヒ　　　 ヒ
ス　　　 スの　　 の

インターネット白書'98, インプレス

cAccess Media International&IAJ,  1998

図1 -2-8-b　自社ウェブサイトによる情報発信内容　現在・今後 （企業) 1998 年N=814
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ているが、r‾作成する Ｆ定はないご(13.7‘'。) と1り川 に 介定的な意

見も同時に減少しており、近い将来インターネットを何らかの形

で抻|｣す る企裘にとっては比較的安価に↑11バｌａＭ,iがII｣‘能 であるこ

とや1111:接 的な商取引を前提に9割 万作成されると 則則できる

1-2-8 自社ウェブサイト（ホームページ）による
情報発信内容（現在・今後）

現在ウェブサ イト （ホームページ）を作成している８凵桂のir

答 各に対して、現在発信している帖Ⅲ内休 と、今後発仁r 定の･|･lj

報内容についてきいたI

現 在発信している帖 報で最も多いのは、昨年同 様 ‾企裘案内。

で92.5o。、次いで昨 年は3 位のr 企 袰の イメージアップ 広;I冖戉開］

（72.7 。゚）、 昨年は2 位 の ■mi, サ ービ スの紹 介］｛61.5o。｝ とな９

ているｰ

４９

今後発仁するｒ定の情 報としては、「製111111サ ービスの収売・ｆ

約べぴjし か21.Ｐ’。で最 も多く、「製品 サービ スへの アフ ター ケ

ア・サポート」の23.8W<>と続 く　3 位 、4 位 には 今年初めて聞いた

7プ ッシュ曁|･I冐|扠）配信」（19.５００）や ｙメール配信 曁|’17眼 発fよ

（18.3％）が入っている

今後の艇開としては捉供する製111111サ ービ ス関連の実務的な利

Jljが 多 くなると ］ｊ則されるが、 今後に対する積極的な利JI』の姿勢

の 一万で、新しい技術が次々にび場するインター ネットの現状で

の利JI」形態には満足していないことが読み取れる。

企業においては、 一般的にインター ネットの インタラクティブ

性は充分認識されてお り自社のウェブサイト｛ホームページ｝に

積極的にそれを取り入れようという姿勢が伺われる　･方で、まだ

伺定されない インターネットll の技術への収り組みに悩んでいる

ようにもとれる

イ ン タ ー ネ ット 白 書'98  4



第２章 企業　ト イントラネット構築済みは昨年の2.3 倍

5０

資料1-2-9　イントラネット構築の有無(企業1997-1998 年)
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資 料1-2-10　 イントラネット構築の目的（企業1997-1998 年 ）
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1-2-9 イ ン ト ラ ネ ッ ト 構 築 の 有 無

イ ン ト ラ ネ ッ ト の 構 築 に つ い て は 、［ す で に 構 築 済 み ］の 企 業 が

27.6％ 、E 構 築 巾 ］が9.49O 、y 構 築 の 計11111巾 ］ が24.４００と な っ て い る 、

昨 年 と 比 較 し て み る と 、 ’既 に 構 築 済 み ］ の 企 業 が （1997 年

12.2°o) 1 年 で 約2.3 倍 に 増 加 し て い る の が わ か る｡ 現 在 ［ 構 築 中 ］

に つ い て も 構 築 済 み 企 業 が 大 幅 に 増 え た に も関 わ ら ず 、 昨 年 と ほ

と ん ど 変 わ ら な い｡、（1997 年9.8 ％ 、1998 年9.４００） 前1111の 調 介で 実

際 に は1997 年 度 が イ ント ラ ネ ッ ト の 利 耻 元 年 と な り そ う で あ る と

祁 測 し た が 、 あ る 程 度 裏 付 け ら れ る 結 米 と な っ た 、

1-2-10 イントラネット構築の目的

ここではイントラネット構築済みから構築を計liij巾の810社に

対して、その||的をきいた、

･･インターネット白書'98

イントラネットの構築の|| 的 としては、昨年同様「社内情報の

共有化」が蛾も高く89.90。を占める、次いで7 社内文稗=の共有化。

が73.7％、 バ=Lf･メー ル」が67.70。といずれも昨年より高くなって

いる。

この1 年で 社内の情 戮共有化やコミュニケーションに関しては

かなり進歩したといえるが、い まだ企業の|¢l:接 的 な経済活動（ビ

ジ ネス）に結びつくような目的は十丿立に挙げられていない。よう

やくこの1 年で実質的に イントラ ネットの利用がで きる状況が整

ったことを考慮すれば、今後急激に泌透したり、変化する可能性

も鳥いと考えるべ きである。

1-2-1  1　エクストラネット構築の有無

今年初めてエクストラネット（ＶＰＮを含む）についてインタ

ーネッ囗支術を利川している企哀令体に聞いた，



エクストラネット構築済みはわずか2.1％

資料1-2-11　エクストラネット構築の有無（企業) N=1,318

構築済み　2.1%

構築の計画中　12.0%

イン タ ーネ ット 白 書'98, イン プIレ ス

Ｏ々 ｃｅｓｓ Media  Internati‘onai&IAJ, ﾌﾟ998

資料1-2-12　エクストラネット構築の目的（企業）Ｎ＝207

情 報 の 共 有 化

電 子 メ ー ル

文 書 の 共 有化

営業支援 のための製品/サービ ス
情報 の共有化

画 像 情 報 の 共有 化

電 子 会 議 シ ス テ ム

ワークグループ アプリケ ーション

スケ ジ ュ ー ル管 理

意 思 決 定 支 援 シ ステ ム

伝 票 決 済 シ ステ ム

わ か ら な い

H  83.6%㎜ ㎜
㎜ ㎜ ㎜ ㎜ ㎜

|  61.8%

㎜

㎜

㎜

㎜

㎜

㎜

㎜

■39s

|  1.4%

| 1.0%

■4.3s

即

I 15.9%

㎜14.5%

㎜

皿

㎜

㎜

㎜

|  41.1%

㎜

|  51.7%

０ １ ０ ２ ０ 3 ０

解　説

5 ０ 60　　　　70　　　　80　　　90 ％

インタ ー ネ ット白 書'98, インプ レ ス

○濕ｃｃｅｓｓ Media International&l, ぷJ, 1998

エ クストラネットの構 築については，すでに 「構築済み」が　　 が61.8‰ 「 夂,1 ;: のJIO 」’化」が51.7・。とここ までが｀|」汝を超えてい

2.1°Ｏと イントラネットに比べると柾端に低くな９ている，「構築　　 る，これらは･|’劼=11の 共有化やコミュニ ケーションとい９たインド

中」（口癶 ），［構築の計画中］（12.0リ　 まで介めても15.7･l。に 過ぎ　　 ラネットと同様の傾向がにられる， 一力，｡4位に 挙げ られた「営

ない ，このレベ ルは昨年の イントラ ネットの構築状況より低い も　　 裘支援のための 製11111
「
サ ービ ス･|`II冖11の 共ｲ 」’化」ぱ11.1･･i,と現 在のイ

のではあるが、昨年インjヽ ラネットが急速に片及したように、す

でに企袰内でインターネット、イントラネットなどのインフラが

整備されたところでは、この1年でブレイクするIlf能性を秘めて

いる、

1-2-12 エ ク ス ト ラ ネ ッ ト 構 築 の 目 的

こ こ で は エ ク ス ト ラ ネ ッ ト 構 築 済 み か ら 構 築 を 計1111j中 の20  7礼

に 対 し て 、 そ の|| 的 を 聞 い た

エ ク ス ト ラ ネ ッ ト の 構 築 の 目 的 と し て は 、 イ ン ト ラ ネ､ツト 同 様

｢･|` Ild｣1の 共 有化｣ が 最 も､;‘6 く8:3.6̈ 。を 占 め る　 次 い で| 電｣'･ メー ル｣

ントラネットにおける29.0％を人帖に超えており、こうした||的

にはイントラネットより、エクストラネットが向いているという

ことが読み取れる

現状では昨年のイントラネットの俳築状況と同様の傾向といえ

るが、企裘の外向き(ﾉ)実質的なビジネスサポートにエクストラネ

ットが有効であることが認められっっあるため、そうした認織が

鳥まれば、インフラがすでにある程皮整っている企業から急速に

構築が進むllf能性が見えているI，

５ １ インターネット白書'98  4



第２章 企業　S1ファイヤーウォールの構築は進んでいない

資料1-2-13　ファイヤーウォール構築の有無（企業1997-1998 年）

部分的に構 築している

1998 年N=1.318

1997 年N=405

口D刀 廿!jにi耨坏ﾐしI.

に構築してｏ るコ

r; 7jつ仕し`

構築していない ¬

1
29.1% 間

i
48.6% 10.4%

ｆ
ｊ

ｌ

ｉ
１

／
／

／
／
／

27.7%　　　
｜

瓢 43.2% 16.5%

O％　　　　20 ％　　　　40 ％

資 料1-2-14　 今 後 の 課 題 （企 業)  N=1,318

社内ユ ーザーの教育

セキュリ ティの開発/管理

ネ ットワ ークノサーバ ーの運営管理

ネットワークの信頼性

最新技術 の習得

サーバーの信頼性

新旧技術 のインテグレーション

新規にイントラ ネット等の アプ リケーションを開発する

ウェブyインターネットツール/技術 の標準化をすること

ウェブソフトウェアの標準化をすること

社内ネットワークを業界標準化すること

サーバーｙＯＳの標準化 すること

その他

わから ない

･ I ･ ･  ● , ･ ･ . ■■ I ･ . 1 1 1 , ･ r - M ･ , W ･ -

60 ％

０

80 ％

１ ０

100%

20

インターネット白書'98，インプレ ス

cAccess Media  Internati‘onat&IAJ, 1998

30 40　　　　　50　　　　　60 ％

インターネット白書'98. インプレ ス

c/Access  Medi.･ａ Internati･onal&IAJ, 1998

1-2-13 フ ァ イヤ ーウ ォール構築有無

フ ァイヤーウ ォー ルの構築に関しては、［令社的］あるい は

循|;分的に構築している２ 企業が介計で40.90。に 対して厂‾構築し

ていない企業し は､16.4％とほぽ2 分された結米となった。昨年に比

べほぼ同様の粘 米となったが、［ わからない］が減少し、少なく

ともファイヤーウォールの機能や役割に対する理解が進んだとと

ってもいいだろう、

1-2-14 今後の課題

る情啝システム批当肴を最も悩 ませているという状況が明らかに

されている、また、FI扠 で「セキュリテ ィの開発 竹理｡ （56.3％）

が挙げられており、 先に見たようにファイヤーウォールの浸透の

低さからも､ 企 裘にとっての人きな課題に挙げられたと見られる、

次いで、［ ネットワー クの 儒頼性: ｛50.５０Ｕ｝とここで始めてハー

ドウェアの問題が挙げられている、さらに同率で、「ネットワー

ク サーバーの逆営竹理」（50.5・。）と、ここ までが令体の半数を

超えている 課題である、次の「最新技術の習得」し13.８００」は、

日々インターネットの利J11技 術が開発される中で1111答 各自身の課

題としても挙げられたものと祁察で き興味深い、

最後に今年は川答行令員に企業にとってのインターネットに関　　1-2-15 従業員規模

する最人の技術的な課題を複数1111答で11Hいた．最も多かったのは

jl:内ユーザーの教育:（56.７００）であり、インターネットの導人　　　本調介の対象企業の従業員規模を闘いた、

により、企業内でのエンドユーザーの増加がネットワークに関わ　　　従業ii規模をレンジ別で腿ると、構成比が鳥いのは7100 から

ト インターネット白書'98
５２



最大の課題は社内利用者の教育

資料1-2-15　従業員規模（企業) N=1,318

わからない　3.7 ％

10,000 人以上　3.6％

50-99 人　6.4%  -＼

5.000-9.999 人　3.4%

O-9人　24 ％

インターネット白書'98, インプレス

c/Access Medi･ａ Internati･onal&IAJ, 1998

資料1-2-17　業種（企業) N=1,318

製造業

卸･ 小売業

コンピューター関連サービス業

サービス業

金融・保険業

建設業

学校･ 教育業

運輪 一通信 一放送業

コンピューター関連製造業

政 府一地方公共団体

医療･ 病院

電気･ ガス･水道

農林水産業

コンピ ューター関連卸・小売業

その他

資料1-2-16　年間売り上げ高（企業) N=1,318

わからない　5.5%

非営利　5.8%

1兆円以上　1.1%-

１兆円未満　4.4%

5,0001#.円 未満　9.3%

5千万円未満　1.2%

1僮円未満　1.0%

インターネット白書'98, インプレ ス

c/Access Media International&IAJ, ﾌﾟ998

30.1%丶丶　 丶　　　　 ㎜

㎜
㎜
㎜

㎜

㎜

㎜

I 8.39

|  5.8%

5.2%

5.2%

㎜

㎜12 ％

111.7%

6

4.6％

-

㎜

㎜

㎜

四1.9%

■  1.1%

I  0.8%

i 0.5%

0.4%

0.4%

12.1%

０ ５ １ ０ １ ５ 20 25　　　　　30　　　　35 ％

インターネット白書'98, インプレス

○八ccess Media  Internati･onal&IAJ, 1998

499人」（｡28j％）である｡ 次いで「1.000人から4,999人」(22.7"。）、　1-2-17 業種

「500人から999人」（15.4％）となっているが、500人以|このいわゆ

る人規模で令体の45.1％を占め人規模よりの結米となっている｡

なお、昨年は「100人から499 人」の規模で27.5‰ 次いで 口O 人

から49人」が20.3‰｡ 令体では500 人以|この人規模企袰の介計が

27.9り。と今年より中規模企叉が多かった、

1-2-16 年 間 売 り上げ 高

本調介の対象企業の年剛売りllげ1･､･;iをIJUい た。ヽli然な がらこの

金額は対象企業の従業11 規模や 業種と相関がある｡ 最 も構成比が

鳥い のは、「1,000 億 川 未満」（35.6 ％）、次いで 「50 億 円 木満」

(25.0%) 、「100 億 円 未満」(11.2%) とな っている｡ 従 菜只規模で

みたように、昨年と比べると今年は人規模企業にシフトしている

ため、ヽ11然ながら年間売りll げ 金額 も高めとなっている｡

本､凋胥の対象企業の業種を闘いた｡

最 も構成比が 高いのは「製造１」の30  .l％、次いで「卸･/1ヽ 売 匙 」

の14.6％、F コ ンピューター関連サービ ス業」の12.0％、７サービス

業」の11.79O、［保険・金融 業］の8.3％で 令体の7 割 以|･｡を占 めて

いる、この傾向はコンピューター導人業種の構成比率とほぽ傾向

が･ 致 しており、情 報システム関辿 バ 籾）人きい 業種が|･｡位 を占

めたと見るべきだろう｡

５３ インターネット白書'98  <
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